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2021年9月21日 

 

一般財団法人日本特許情報機構 

三菱電機株式会社 

 

日本特許情報機構、三菱電機が、脱炭素技術の特許出願を、 

AIモデルを活用して高精度に判定する手法を開発 

 

一般財団法人日本特許情報機構（事務所：東京都江東区、理事長：松井英生、以下、

Japio）と三菱電機株式会社（本社：東京都千代田区、執行役社長：漆間 啓、以下、三

菱電機）は、脱炭素技術に関連する特許出願を、AIを活用して高精度に判定する手法を

共同で開発しましたのでお知らせします。 

さらに同手法を用いて、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」（令

和3年6月18日）※１に挙げられる3つの産業「エネルギー関連産業」「輸送・製造関連

産業」「家庭・オフィス関連産業」及びそれらを合わせた「総合」について、脱炭素技

術の特許出願企業ランキングを発表しました。 

今後、当該データは、世界中で注目されているESG投資の判断指標等への応用が期待

されます。 

 

【開発の背景と内容】 

日本政府は2050年カーボンニュートラルの実現を宣言し、2030年度の温暖化ガス排

出削減目標として、46％削減（2013 年度比）することを目指し、さらに 50％の高みに

向けて挑戦を続けるとの新たな方針が示されました。 

2050年カーボンニュートラルの実現は、エネルギー・産業部門の構造転換、大胆な投

資によるイノベーションの創出といった取組を、産学官が一体となり、大きく加速させ

ることが必要です。産業界は、これまでのビジネスモデルや戦略を根本的に変えていく

必要がある一方で、もともと省エネ技術に長けている多くの日本企業にとって、新しい

時代をリードしていくチャンスでもあります。そして、目標の実現には、イノベーショ

ンに密接に関連する特許情報の整理・俯瞰が欠かせません。 

しかし、脱炭素技術はカバーする技術範囲・産業分野が広く、また、通常の特許検索

で使用されている特許分類には脱炭素技術に係る特別の分類コードが付与されておら

ず、脱炭素に関連する技術を網羅的に捉えることは困難でした。さらに、扱うデータ量

が膨大なことから、AI を用いて特許明細書から直接脱炭素技術を判定できる手法の開

発が望まれていました。 
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【ＡＩモデルの確立】 

そこで、Japioの知財AI研究センターにおいて、BERT※2と呼ばれるGoogleが発表し

た自然言語処理の AI に、特許明細書の読み込みが行えるように特別に訓練（特許明細

書を用いたマスク語予測及び次文予測）を行いました。さらに Cooperative Patent 

Classification(共同特許分類：CPC)※3の“Y02”および“Y04”※4の各分類に対応する

分類器を追加の上、各CPCに関連する特許明細書を用いた学習を行い、特許明細書の情

報から脱炭素関連特許を判定するAIモデルを作成しました。 

判定された特許情報は、2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた基礎データと

なることが期待されます。 

この AI モデルの学習に用いたデータは、脱炭素技術に知見のある三菱電機の技術者

や特許技術者が“Y02”および“Y04”が付与されている特許明細書を目視確認の上、脱

炭素技術に関連する適切な特許明細書を選別して作成したものです。この質の高い学習

データを用いることで、脱炭素技術に関連する特許技術を AI が高精度に自動判定する

ことができます。 

 

【脱炭素技術に関する特許出願企業ランキング】 

 今回共同開発した手法を用いて、Japio 知財 AI 研究センターのホームページでは、

脱炭素技術に関連する特許出願企業ランキングとして、「2050年カーボンニュートラル

に伴うグリーン成長戦略」（令和3年6月18日）※1に挙げられる3つの産業「エネルギ

ー関連産業」「輸送・製造関連産業」「家庭・オフィス関連産業」及びそれらを合わせた

「総合」の4つのカテゴリーで、各種ランキングを発表しました。 

 企業ランキングの一例として、WIPO（世界知的所有権機関）の国際特許出願に基づく

総合ランキングを図 1 に示します。この AIモデルは、特許出願が脱炭素技術に該当する

か 1 件ずつ判定を行い、判定の確度を 0 から 1の値で算出します。値が 1に近いほど、そ

の特許出願に記載される技術が脱炭素技術に該当することを意味します。当ランキングは、

その算出値を出願人ごとに集計したもので、ランキングが高いほどその出願人が脱炭素技

術に関連する特許出願を多く行っていることを表しています。 

なお、三菱電機は、2019 年国際特許出願における脱炭素技術関連特許の総合ランキ

ングで世界第4位（国内企業で第1位）です。 
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図1：「エネルギー関連産業」「輸送・製造関連産業」「家庭・オフィス関連産業」分野の脱炭素関連特許総合ランキング 

 

脱炭素技術に関連する特許出願企業ランキングや企業ごとの集計データは、世界的に

注目されているESG（環境・社会・ガバナンス）投資の判断指標への応用が期待されま

す。また、本年6月に改定されたコーポレートガバナンスコードでは、知的財産への投

資等について情報開示が求められているところ、当データは脱炭素技術に関連する知財

の客観的な指標となりえます。 

詳細はJapio知財AI研究センターのサイトをご覧ください。 

 

【今後について】 

本 AI モデルにより解析した集計データは、知財 AI 研究センターで随時発表し、ま

た、Japio-GPG/FXをご契約のユーザー様には、個々の特許出願のAI推定結果をご提供

する予定です。 

 

【関連Ｗｅｂサイト】 

知財AI研究センターのサイト 

https://transtool.japio.or.jp/ 

三菱電機グループの知的財産活動 

https://www.mitsubishielectric.co.jp/corporate/chiteki/hoshin/index.html 
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【注釈】 

※1：2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和 3 年 6 月 18 日）

https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210618005/20210618005-3.pdf 

※2：Bidirectional Encoder Representations from Transformers（Transformerに

よる双方向のエンコード表現）。2018 年 10 月 11 日に Google が発表した自然言

語処理モデルAI 

※3：Cooperative Patent Classification(CPC)は、国際特許分類（IPC）を拡張した

もので、欧州特許庁と米国特許商標庁が共同で管理しています。CPCはA-H、Yの

9つの大項目に分けられ、約25万の細項目があります。 

※4：Y02の定義：気候変動に対する緩和や適応のための技術又は応用 

Y04の定義：他の技術分野に影響を与える情報・通信技術 

以上 

 

<<本件に対するお問い合わせ先>> 

一般財団法人日本特許情報機構 

知財AI研究センター 

電話：03-3615-5513(直通) 

E-mail: aitranslation@japio.or.jp 
 

三菱電機株式会社 

知的財産センター 特許企画部 

電話：03-3218-2850 

 

<<報道関係者お問い合わせ先>> 

三菱電機株式会社 

広報部 由留佐 

電話：03-3218-6758 

E-Mail： Yurusa.Takumi@cw.MitsubishiElectric.co.jp 

 

 

 

 


